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１ 計画策定の背景 

  近年、地球温暖化をはじめとする地球環境問題が深刻化しており、気候変動に起因す

るとみられる降水量や降水パターンの変化、海水面の上昇による地下水の塩水化など、

水資源にも大きな影響が生じています。  
  地球温暖化防止のため、平成９年に「京都議定書」が採択され、日本には第１約束期

間（平成２０～２４年の５年間）で、温室効果ガス排出量を平成２年比で６％削減する

義務が課されています。また、平成２０年に全部改定された「京都議定書目標達成計画」

では、６％削減達成のための対策と施策が部門別に定められており、上下水道について

も、省エネルギー等の具体的対策とともに国全体の削減見込量が設定されています。  
  地球温暖化以外でも、国内においては、高度経済成長期以降の都市部への人口集中な

どに伴い、廃棄物の増加、緑の喪失、大気汚染、水質汚濁など、地域における環境問題

への対応が重要な課題となり、国や自治体、企業などの各主体が環境保全対策に取り組

んだ結果、近年はおおむね改善傾向にありますが、今後もより効果的な取組を進め、良

好な環境を将来の世代に引き継ぐことが求められています。  
 
  川崎市では、平成３年に「環境基本条例」を制定するとともに、平成６年には同条例

に基づく「環境基本計画」を全国に先駆けて策定し、地球温暖化の防止や循環型社会の

形成に向けた取組を進めてきました。また、平成２０年２月に、持続可能な社会を地球

規模で実現するための取組の基本的な指針となる「カーボン・チャレンジ川崎エコ戦略」

（ＣＣかわさき）を発表するとともに、平成２１年１２月に「地球温暖化対策の推進に

関する条例」を制定し、平成２２年１０月には同条例に基づく「地球温暖化対策推進基

本計画」（ＣＣかわさき推進プラン）を策定し、市・事業者・市民の各主体による取組を

進めています。 
 
  平成２２年４月、水道事業及び工業用水道事業を所管する水道局と、下水道事業を所

管する建設局下水道部を統合して「上下水道局」を設置しました。  
  これら３つの事業は、事業活動に伴い、電力など多くの資源・エネルギーを消費する

とともに、汚泥や建設副産物など多くの廃棄物を排出しており、地球環境に与える影響

は少なくありません。  
  上下水道局には、入江崎総合スラッジセンターをはじめとして、「エネルギーの使用の

合理化に関する法律」（省エネ法）に基づく「エネルギー管理指定工場」に該当する事業

所が６か所ありますが、同法が改正されたことにより、平成２２年４月からは事業者単

位でエネルギー管理を行うことになり、同年１０月に局全体が「特定事業者」として指

定を受けました。  
 

 第１章 計画の基本的事項 
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２ 計画策定の目的 

  水道事業、工業用水道事業及び下水道事業（以下「上下水道事業」という。）は、これ

までもそれぞれの事業計画において、施策体系の柱の１つとして環境対策に取り組んで

きましたが、地球温暖化対策に係る市内外の動向や上下水道の統合を踏まえて、局にお

ける環境施策を総合的かつ計画的に推進するため、「上下水道局環境計画」を策定するも

のです。  
  本計画において環境施策の取組を体系的に整理し、基本理念や環境方針、個々の取組

内容を局内外に示すことにより、職員及び市民の皆様の環境意識の向上を図りながら、

これまで以上に、環境に配慮した事業運営を行っていきます。  
 

３ 計画の位置付け 

  本計画は、「川崎市水道事業の中長期展望」、「川崎市工業用水道事業の中長期展望」及

び「川崎市下水道基本構想」を上位計画とし、川崎市の環境関連計画との整合を図りな

がら、上下水道局におけるすべての環境施策を総合的かつ計画的に推進するための計画

とします。  
 

　環境行政 　上下水道事業

環境基本計画
地球温暖化対策推進基本計画

同・実施計画
環 境 計 画

新総合計画
（川崎再生フロンティアプラン）

国　（環境関連法令、水道・下水道ビジョン）

環境基本条例
地球温暖化対策推進条例 （上水・工水）中長期展望

（下水）基本構想

(上水・工水）再構築計画
（下水）中期経営計画

関連する個別計画

第３期
実行計画
（関連する
事務事業）

川 崎 市 上下水道局

 
 

４ 計画期間 

  本計画は、水道事業・工業用水道事業の中長期展望及び再構築計画、下水道基本構想

を踏まえた「川崎市下水道事業中期経営計画」及び「川崎再生フロンティアプラン・第

３期実行計画」との期間的な整合性を考慮し、平成２３年度から平成２５年度までの３

か年を計画期間とします。  
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１ 基本理念及び環境方針 

  本計画に基づく環境施策の取組を推進するに当たり、以下のとおり基本理念及び環境

方針を定め、すべての職員の共通認識を図りながら、基本理念の実現をめざすものとし

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第２章 環境方針及び施策体系 

 
 
 上下水道事業は、貴重な水資源を水道水・工業用水として供給し、排出され

る下水を処理し、放流する過程において、電力など多くの資源・エネルギーを

消費しており、地球環境に与える影響は少なくありません。 

 川崎市上下水道局は、環境と経済が調和した低炭素社会、持続可能な循環型

社会の構築をめざして、温室効果ガス排出量の削減や資源・エネルギーの循環

促進などに率先して取り組むことにより、地球環境の保全に貢献し、良好な環

境を将来の世代に引き継ぎます。 

基 本 理 念 

環 境 方 針 ① 

地球温暖化対策の推進 

 省エネルギーの徹底や再生可能エネル

ギー源の有効利用により、温室効果ガスの

排出量を削減し、地球温暖化の防止に貢献

します。 

環 境 方 針 ② 

資源・エネルギーの循環促進 

 廃棄物の抑制・リサイクルや資源・エネ

ルギーの有効利用を促進し、循環型社会の

構築に貢献します。 

 

環 境 方 針 ③ 

健全な水循環・水環境の創出 

 水資源の確保と有効利用、下水道機能の

維持・向上により、健全な水循環と良好な

水環境を創出します。 

環 境 方 針 ④ 

環境に配慮した行動の促進 

 法令や計画に基づく環境管理を適正に

行うとともに、環境技術の研究開発と情報

発信、環境意識の向上と市民理解の促進に

取り組みます。 
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２ 施策の方向性及び取組事項 

  ４つの環境方針の下で、以下のとおり環境施策の方向性を示し、取組事項として掲げ

る３１の施策を着実に推進するものとします。 

ヒートアイランド現
象の緩和

小水力発電の導入

太陽光発電システムの導入

施設における植栽の保全と緑化整備

地球温暖化対策
の推進

再生可能エネルギー
源の有効利用

省エネルギー及び温
室効果ガスの削減

省エネルギー型機器の採用

自然流下方式による取水・送水・配水

下水汚泥の高温焼却による温室効果ガスの削減

資源・エネルギ
ーの循環促進

汚泥焼却熱を利用した温水プール

廃棄物の抑制・リサ
イクル

浄水発生土の有効利用

下水汚泥の有効利用

建設副産物のリサイクル

資源・エネルギーの
有効利用

水道管の浅層埋設化

水資源の有効利用の推進

良好な水環境の創出 下水道未整備地区の解消及び水洗化の促進

事業場指導及び水処理センターの適切な水質管理

高度処理の推進

合流式下水道の継続的な改善

高度処理水の有効利用

健全な水循環・
水環境の創出

水資源の確保・有効
利用

水源地保全事業

安全な飲料水の確保

1

2

3

４

５

６

７

８

１１

１２

９

１０

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

環 境 方 針 施策の方向性 取 組 事 項
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３０

２２

２３

２４

２９

３１

２５

２６

２７

２８

２０

２１

市民の環境学習の推進

広報活動による環境情報の提供

環境報告書・環境会計の公表

下水資源の有効利用技術の開発

環境技術の情報発信による国際貢献

環境意識の向上及び
市民理解の促進

職員の環境意識の向上

省エネ法に基づくエネルギー管理の取組

温対法及び温対条例に基づく温室効果ガス削減の取組

ＩＳＯ１４００１認証取得・更新

環境技術の研究開発
及び情報発信

高度処理技術の開発

省エネルギー及び新技術の適用に向けた技術開発

環境に配慮した
行動の促進

事業活動における適
正な環境管理

エコオフィスの推進

環 境 方 針 施策の方向性 取 組 事 項

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《凡例》 

 各取組事項（Ｐ６～Ｐ３４）の標題の右側には、次の区分により対象事業等の表

示を設けています。 

 上水 ＝ 水道施設において、又は水道事業者として取り組むもの 

 工水 ＝ 工業用水道施設において、又は工業用水道事業者として取り組むもの 

 下水 ＝ 下水道施設において、又は下水道事業者として取り組むもの 

 共通 ＝ 事業者（企業体）として局全体で取り組むもの 
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１ 地球温暖化対策の推進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
◆ 施設・設備の更新や事業所の改築等に合わせて、高効率型の受変電設備や送風設備、

ガス空調設備、照度コントロール型の照明設備などを採用し、省エネルギー化を図って

います。  
【今後の取組】  
◆ 水道施設（工業用水道施設を含む。以下同じ。）において、エネルギー使用量の大きい

送水ポンプは、更新時に合わせて、高効率のものを採用します。  
  生田浄水場においては、送水量の調整をポンプの回転数により制御する設備を導入（平

成２４年度）することにより、約４０％の送水ポンプ稼動電力の削減（対平成２２年度

実績値）が見込まれます。  
  また、長沢・生田浄水場

内に新設する受変電設備や

管理棟などにおいては、照

明・空調設備、変圧器等に

高効率型の機器を採用しま

す。  
◆ 下水道施設において、エネルギー使用量の大きい送風機は、省エネ効果の高い磁気浮

上式単段ターボブロワを順次採用します。  
  加瀬水処理センターにおいては、平成２１年度に全８台の送風機のうち２台が磁気浮

上式単段ターボブロワとなり、平成２４年度にはさらに２台を磁気浮上式単段ターボブ

ロワに更新する予定であり、このことによる削減電気量は一般家庭約６０世帯の使用電

力量に当たる約２１万ｋＷｈ／年を見込んでおり、約８１ｔ／年の CO２を削減できる予

＜生田浄水場工水２号送水管送水ポンプの電力使用量＞

平成２２年度（実績）  １，１７４万ｋＷｈ／年

平成２３年度（目標）  
平成２４年度（目標）    

平成２５年度（目標）  ７０５万ｋＷｈ／年

※ 平成２２年度の工水２号送水管平均送水量にて算出

 第３章 具体的な取組事項 

 １ 省エネルギー型機器の採用 

上
水

工
水

下
水

省エネルギー及び温室効果ガスの削減 

  水道事業及び工業用水道事業は、浄水処理工程における薬品注入設備や沈でん池等

の運転、配水池や配水塔に送水するためのポンプ設備など、施設の運転に多くの電力

を消費しています。 

  下水道事業は、下水処理や汚泥処理工程において、送風設備、ポンプ設備など、施

設の運転に多くの電力を消費しています。また、汚泥の焼却時には、二酸化炭素（Ｃ

Ｏ２）と比べて温室効果の高い、一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）が排出されています。 

  上下水道局では、川崎市地球温暖化対策推進基本計画・実施計画との整合を図りな

がら、消費エネルギーを低減し、温室効果ガスの排出量を削減するため、以下の取組

を進めていきます。  
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定です。  
 なお、平成２３年６月に稼

動した入江崎水処理センター

西系再構築施設（1/2 系列）

においても本ブロワを導入し

ています。  
  また、汚泥かき寄せ機は軽

量チェーンの採用による省電

力化を図るとともに、電気設

備も高効率型の変圧器や照明

器具を更新時に順次採用しま

す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 水道事業及び工業用水道事業における電力使用量の大部分が、ポンプなどの送水設備

に関わるものであることから、取水・送水・配水地点の地形高低差を最大限に活かした

自然流下による水道システムを構築し、電力使用量を抑制しています。 
【今後の取組】  
◆ 現在、浄水場の統廃合による基幹施設の再構築を行っており、今後も自然流下を基本

とした水道施設の整備を進めます。  
 ＜スケジュール＞  

 ◇ 再構築施設整備－平成２８年度完了予定  

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜加瀬水処理センターの送風機の電力使用量＞  
平成２２年度（実績） ５４３万ｋＷｈ／年

平成２３年度（目標） 
平成２４年度（目標） ５２２万ｋＷｈ／年

平成２５年度（目標） 
 

 

 ２ 自然流下方式による取水・送水・配水 

上
水 

工
水
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◆ 入江崎総合スラッジセンターに集約された下水汚泥

を焼却処理する際、汚泥に含まれている窒素分が熱分

解によって一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）として大気中に放

出されます。一酸化二窒素は、二酸化炭素（ＣＯ２）

の３１０倍もの温室効果を持っていますが、高温（８

５０℃以上）での焼却により、一酸化二窒素を大幅に

削減できることから、現在８３０℃程度で燃焼してい

る焼却炉を、高温焼却が可能となるよう段階的な設備

更新に取り組んでいます。  
【今後の取組】  
◆ 高温焼却に向けた耐火物などの段階的な更新に引き続き、高温焼却に対応した排ガス

処理設備の更新を順次進め、平成２５年度より下水汚泥の一部高温焼却に取り組み、温

室効果ガスの削減を図り

ます。こうした取り組み

などを推進し、平成２５

年度までに、約２，００

０ｔ－ＣＯ２の削減を目

指します。  
 

＜入江崎総合スラッジセンターのＮ２Ｏ排出量(ＣＯ２換算)＞ 

平成２２年度（実績）  約３３，０００ ｔ－ＣＯ２／年

平成２３年度（目標）  
平成２４年度（目標）  
平成２５年度（目標）  約３１，０００ ｔ－ＣＯ２／年

 ３ 下水汚泥の高温焼却による温室効果ガスの削減 

下
水 
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◆ 民間企業との共同事業であるマイクロ水力発電事業は、浄水場と配水池の高低差から

生じる水の流れを利用したものです。平成１６年度に江ヶ崎発電所、平成１８年度に鷺

沼発電所の運転を開始しました。  
 ＜導入効果＞  

 ◇ 平成２２年度は、一般家庭約３３０世帯の年間使用電力量に当たる約１１０万ｋＷｈ／年の

電気をつくり、約４２０ｔ／年のＣＯ２を削減する効果を得ました。  

【今後の取組】  
◆ 今後も引き続き、年間発電基準電力量（＊）１０７万ｋＷｈ／年を維持し、ＣＯ２の削

減に貢献します。  
 

 
   
 

 
      マイクロ水力発電のしくみ  
 
 

再生可能エネルギー源の有効利用 

  再生可能エネルギー源の利用は、経済的な面での効果に加えて、エネルギーの利用

段階で温室効果ガスをほとんど排出しないことから、地球温暖化対策の推進にも大き

く貢献します。 

  上下水道局では、施設の特性を活かした自然エネルギーを有効に利用するため、以

下の取組を進めていきます。  

 ４ 小水力発電の導入 

① マイクロ水力発電事業 

導水ずい道を利用した水力発電 

 川崎市の施設である第１導水ずい道

の麻生区黒川地区に、神奈川県企業庁が

水力発電施設（柿生発電所）を築造し、

約２５３万ｋＷｈ／年の電気をつくっ

ており、環境負荷の低減に川崎市も側面

から寄与しています。 

上
水

 下
水

＊年間発電基準電力量＝配水量の年間実績から発電量を算出し、水の運用状況や発電機の点検に必要な停

止日数を考慮した計画値 
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◆ 現在建設中の入江崎水処理センター西系再構築施設において、放流される処理水の水

位落差を利用した小水力発電設備を導入します。  
 ＜導入効果＞  

 ◇ 導入に伴う効果として、発電量約１０万ｋＷｈ／年、約３８ｔ／年のＣＯ２削減を見込んで

います。平成２３年６月に稼動した入江崎水処理センター西系再構築施設（１ /２系列）にお

いては１／２に相当する約５万ｋＷｈ／年の発電量、約１９ｔ／年のＣＯ２削減を見込んでい

ます。発電した電気は全量、施設内で有効利用します。  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜江ヶ崎発電所・鷺沼発電所の発電量＞  
平成２２年度（実績） 約１１０万ｋＷｈ／年

平成２３年度（目標） 約１０７万ｋＷｈ／年

平成２４年度（目標） 
平成２５年度（目標） 
（注）平成２２年度は平常な水運用と共同事業者の協力に

より、発電機の稼動日数を計画値より多く稼動できたこと

から、年間発電基準電力量を上回る結果となりました。  

② 小水力発電設備の導入 

入江崎水処理センター西系再構築施設（1/2 系列）

小水力発電設備設置個所  

処理水
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【今後の取組】  
◆ 入江崎水処理センターの小

水力発電設備は、平成２３年

６月から運転を開始し、エネ

ルギー使用量や温室効果ガス

排出量の削減を図ります。  
 

 

 
 
◆ 太陽光発電システムは、太陽の光で電気をつくることができるため、温室効果ガスの

削減につながります。再構築計画に基づく施設整備において、長沢浄水場に太陽光発電

システムを導入することとしました。  
【今後の取組】  
◆ 長沢浄水場のろ過池に異物混入対策として覆蓋（＊）を設置し、その上部に太陽光発

電パネルを設置します。さらに、配水池上部などにも太陽光パネルを設置する予定です。  
 
 
 

 
 
 
 
 
 
    
              長沢浄水場（太陽光パネル設置イメージ）  

 ＜スケジュール＞  
 ◇ 平成２４年度―工事着手  
 ◇ 平成２７年度―全施設稼動   
◆ 入江崎水処理センター西系再構築事業において第Ⅱ期事業完成に合わせ施設上部を有

効利用し、太陽光発電システムの導入を予定しています。   
  また、その他の下水道施設（水処理センター・ポンプ場）の上部を利用した太陽光発

電システムの導入について、検討を進めます。  

＜入江崎水処理センター小水力発電の発電量＞  
平成２２年度（実績） ０ｋＷｈ／年

平成２３年度（目標） 約４万ｋＷｈ／年

平成２４年度（目標） 約５万ｋＷｈ／年

平成２５年度（目標） 
※ 第Ⅱ期工事完成後の発電量：約１０万ｋＷｈ／年  

 ５ 太陽光発電システムの導入 

上
水 

下
水 

 

＊覆蓋（ふくがい）＝おおいかぶせるもの

太陽光パネル
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◆ 樹木には、温室効果ガスであるＣＯ２の吸収をはじめ、大気の浄化、騒音の緩和など、

良好な生活環境を保つための多様な機能があります。水道施設や下水道施設の敷地内に

樹木を配置して適切な植樹管理を行うことにより、施設の景観の向上を図るとともに、

ヒートアイランド現象の緩和に寄与しています。  
【今後の取組】  
◆ 施設の敷地内について、周辺の自然環境や景観に配慮しながら、植栽の保全に取り組

みます。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
◆ 施設再構築計画に伴う長沢浄水場の場内整備において、浄水場の運転管理に適した植

栽等を可能な限り配置し、緑化整備をすることについて検討しています。  
 
 

 ６ 施設における植栽の保全と緑化整備 

上
水

工
水

下
水

ヒートアイランド現象の緩和 

  ヒートアイランド現象は、都市化の進展に伴い、地表面被覆の人工化、オフィスや

自動車からの人工排熱の増加などにより、気温が周辺域よりも高くなる現象です。川

崎市内でもその現象が見られることから、緑と水の確保、排熱の抑制など、ヒートア

イランド対策を進めています。 

  上下水道局においても、ヒートアイランド現象の緩和に向けて、以下の取組を進め

ていきます。 

長沢浄水場 麻生水処理センター 
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２ 資源・エネルギーの循環促進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 長沢浄水場では、浄水処理過程で発生する発生土を平成１０年度からセメント原料と

して有効利用してきました。平成２０年度には、道路工事の埋め戻し土（改良土）とし

て利用することが可能となり、平成２２年度は、  
 長沢浄水場及び生田浄水場の発生土を１００％有  
 効に利用しています。  
【今後の取組】  
◆ 今後も引き続き、浄水発生土の排出量を抑制す  
 るとともに、発生土の有効利用１００％を維持し  
 ます。  
  なお、平成２３年度以降については、浄水処理

過程の発生土から放射性物質が検出されたことから、その対応方針について国からの通

知等を踏まえながら全庁的な検討を進めています。  
 
 ＜浄水発生土の有効利用について＞  

長沢浄水場 生田浄水場 
  

排出量 セメント原料 改良土 排出量 改良土 
利用率 

平成２２年度（実績） 4,232ｔ 1,011ｔ 3,221ｔ 224ｔ 224ｔ 100％ 

平成２３年度（目標） 4,786ｔ 1,000ｔ 3,786ｔ 776ｔ 776ｔ 100％ 

平成２４年度（目標） 4,500ｔ 1,000ｔ 3,500ｔ 750ｔ 750ｔ 100％ 

平成２５年度（目標） 4,500ｔ 1,000ｔ 3,500ｔ 750ｔ 750ｔ 100％ 

 
 
 
 
◆ 平成７年度に稼動した入江崎総合スラッジセンターでは、市内４か所の水処理センタ

ーで発生する下水汚泥を集約処理しており、この汚泥焼却灰を資源として捉え、平成

１１年度からセメント原料として有効利用しています。平成２２年度は３，４５７ｔの

焼却灰をリサイクルしました。  

 ８ 下水汚泥の有効利用 

  下
水

 ７ 浄水発生土の有効利用 

上
水

工
水

 

粒状改良土プラント 

廃棄物の抑制・リサイクル 

  持続可能な循環型社会を構築するためには、浄水・下水の処理過程で発生する発生

土及び汚泥、水道・下水道工事で発生する建設副産物、事業所から排出される廃棄物

などの減量化を図るとともに、廃棄物のリサイクルを進めていかなければなりません。

  上下水道局では、循環型社会の構築に向けて、以下の取組を進めていきます。  
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           下水汚泥処理工程から発生する資源・エネルギーの利活用  

【今後の取組】  
◆ 循環型社会の構築を目指し、汚泥燃料化など様々な技術について実用化の可能性の検

討を行い、資源・エネルギー有効利用の促進に努めます。  
  なお、セメント原料として有効利用していた汚泥焼却灰については、下水汚泥等から

放射性物質が検出されたことから、その対応方針について国からの通知等を踏まえなが

ら全庁的な検討を進めています。  
 
 
 
 
◆ 水道工事（工業用水道を含む。）及び下水道工

事に伴い発生する建設副産物（土砂、アスファ

ルトコンクリート等）は、可能な限り、埋戻し

材や舗装材料などの土木資材に再資源化し、リ

サイクル率の向上を図っています。  
【今後の取組】  
◆ 下水道工事については、今

後も引き続き、建設副産物の

再資源化や再生材の利用に取

り組んでいきます。  
◆ 水道工事についても、引き

続き建設改良土を利用したリ

サイクルに取り組んでいきま

す。  
◆ 平成２３年度以降について

は、建設改良土から放射性物質が検出されたことから、その対応方針について関係機関

と協議を進めています。  
 

 

＜リサイクル率＞  
  水道工事  下水道工事  
平成２２年度（実績） ８２％  ８９％  

平成２３年度（目標）  ９３％  
平成２４年度（目標）   
平成２５年度（目標）   
※ 川崎市建設リサイクルガイドラインにより算出  

 ９ 建設副産物のリサイクル 

上
水

工
水

下
水
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◆ 水道管の埋設深度を浅くすることにより、工事の際の掘削量を削減し、建設副産物の

発生を抑制しています。このことに伴い、工事コストの削減に加えて、運搬車両や掘削

機械から発生するＣＯ２などを低減することも可能となります。  
＜埋設深度＞  

 ◇ 平成１１年８月から口径 300ｍｍ以下の水道管

の浅層埋設を開始し、現在の埋設深度は０．８ｍ

となっています。  

【今後の取組】  
◆ 平成２１年度のＣＯ２排出抑制量は１９５ｔ

であり、今後も引き続き、浅層埋設に取り組み

ます。また、管路材料における技術動向を見据

えながら、更なる浅層埋設化に関して検討を進めます。   
 

 １０ 水道管の浅層埋設化 

上
水 

工
水 

 

0.4ｍ

掘削土砂

削減量

従来 浅層埋設

1.2ｍ
0.8ｍ

水道管

水道管

水道管の埋設イメージ 
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江川せせらぎ水路 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 平成８年度から、入江崎総合スラッジセンターの汚泥焼却工程から発生する余熱を、

隣接する入江崎余熱利用プールや管理棟の空調・給湯設備などの熱源として利用してい

ます。余熱利用プールは、平成１７年度から指定管理者制度を導入し、効率的な運営を

行っています。 
 ＜熱供給量＞  

 ◇ 平成２２年度の熱供給量は、電気量に換算す

ると一般家庭約２，１７０世帯の年間使用電力

量に当たる約７３７万ｋＷｈ／年です。また、

熱の有効利用によるＣＯ２の削減効果は約２，

８００ｔ／年となります。  

 ＜利用者数＞  

 ◇ 平成２２年度の利用者数は、７万５，０９９

人（一般利用３万５，９６６人、水泳教室３万

９，１３３人）です。  

【今後の取組】  
◆ 今後も引き続き、汚泥焼却工程から発生する余熱の有効利用を進めます。  
 
 
 
 
◆ 入江崎水処理センターで高度処理した水は、川

崎ゼロ・エミッション（＊）工業団地に提供して

おり、再生紙を製造する過程で有効利用されてい

ます。  
 ＜供給水量＞  

 ◇ 平成２２年度の供給水量は、３９６万５，０７５

 ／年（日平均１万８６３ ）です。  

◆ 下水道の整備により河川としての役割を終えた

江川を、等々力水処理センターの高度処理水を水源とするせせらぎ水路（矢上川合流部

 １１ 汚泥焼却熱を利用した温水プール 

  下
水 

 １２ 高度処理水の有効利用 

  下
水

入江崎余熱利用プール 

資源・エネルギーの有効利用 

  下水処理や汚泥焼却の過程において、高度処理水や焼却熱など、利用可能な資源・

エネルギーが生じます。これらを有効利用することにより、循環型社会の構築に寄与

するとともに、地球温暖化の防止にも貢献することができます。 

  上下水道局では、資源・エネルギーの循環を促進するため、以下の取組を進めてい

きます。 
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～太陽第一幼稚園付近）として整備し、水辺環境の回復を図っています。  
【今後の取組】  
◆ 入江崎水処理センター西系高度処理水を場内のせせらぎ水路に送水して水辺空間の創

出を図るとともに、センター内の機械の冷却水などに有効利用しています。また、今後

も高度処理水の有効利用を継続し、循環型社会の構築に貢献します。  
 
 
 
    

 
 
 
 

＊ゼロ・エミッション＝産業活動から排出される廃棄物を他の産業の資源として活用し、全体とし

て廃棄物を出さない生産のあり方をめざす構想 
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３ 健全な水循環・水環境の創出 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 相模湖では、貯水容量の回復を図るため、平成５年度から神奈川県や他の水道事業体

と共同で、湖底に堆積した土砂のしゅんせつを行っています。  
◆ 相模湖及び津久井湖は、富栄養化によりアオコ等が異常繁殖したことから、平成３年

度から神奈川県や他の水道事業体と共同で、エアレーション装置（＊）を設置し、湖の

水温を下げることにより繁殖を抑制しています。  
【今後の取組】  
◆ 今後も引き続き、神奈川県や他の水道事業

体と共同で、相模湖及び津久井湖の水源水質

の保全に係る取組を推進します。  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 水源の水質保全対策として、神奈川県や他の水道事業体と共同で、農薬やダイオキシ

ン類等の調査、国や農協等に対する水質保全の要請、水質事故の伝達訓練、水道に関す

る講演会の開催などを毎年実施しています。  
◆ 年度ごとに策定する水質検査計画（＊）に基づき、水源から給水栓までの水質検査を

定期的に行い、安全な飲料水の確保に努めています。  

 １３ 水源地保全事業 

上
水

工
水

 

＊エアレーション装置＝湖に揚水筒という筒を立て、

筒の底から空気を注入することで大きな泡をつく

り、この泡と一緒に湖底の冷たい水を湖の表面に運

ぶことにより、アオコの発生を防ぐもの 

 １４ 安全な飲料水の確保 

上
水 

  

相模貯水池でのしゅんせつの様子相模湖でのしゅんせつの様子 

水資源の確保・有効利用 

  水道事業及び工業用水道事業は、基本的使命である「安全で良質な水の安定供給」

を実現するため、水源地において必要な水量と良好な水質を確保し、浄水処理した水

を市内の各家庭、事務所や工場などに無駄なく届けることが求められています。また、

届けた水を市民の皆様に大切に使っていただくことも、環境にやさしい循環型社会を

構築するためには重要であると考えています。 

  上下水道局では、健全な水循環の確保と水質保全に向けて、以下の取組を進めてい

きます。 
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【今後の取組】  
◆ 今後も引き続き、神奈川県や他の水道事業体と

連携して、水源の水質保全に係る取組を実施しま

す。  
◆ 平成２３年３月に策定した水安全計画（＊）に

基づき、浄水場や配水池、配水管など部門別のリ

スクマネジメントを行い、より一層の水道水の安

全性を確保します。水安全計画は PDCA サイクル

により継続的改善を行っていきます。  
◆ 水道水中の放射性物質の検査については国の方針に基づき行っています。当初は他の

機関に検査を依頼していましたが、平成２３年７月に検査機器を導入し独自の検査体制

を整えました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 水道管の漏水は、貴重な水資源を無駄にするだけでなく、水をつくるのに使用した薬

品や動力が無駄となるため、漏水防止計画に基づき、市内全域において計画的な地下漏

水調査を実施し、漏水の早期発見に努めています。また、老朽化した配水管や給水管の

更新を計画的に行うことで、漏水の予防的対策として効果を上げています。  
 ＜有効率＞  

 ◇ 平成２２年度の有効率（＊）は、９２．９％です。  

 

 

 

 

◆ 貴重な資源としての水を市民の皆様に大切に使っていただくため、水資源・水の大切

さについての広報活動を行っています。  
【今後の取組】  
◆ 高性能の漏水調査機器を積極的に導入し、作業効率を高めて調査延長を１，０５０㎞

（２７０区画）に延ばすことにより、漏水の発見に努め、有効率向上に努めていきます。  

 １５ 水資源の有効利用の推進 

上
水 

  

＊水質検査計画＝水道法施行規則では、水道事業者に対して、採水の場所、検査項目、検査の回数

などを定めた「水質検査計画」の策定を義務付けており、毎年度、ホームページなどで公表して

います。 

＊水安全計画＝WHO（世界保健機関）では、食品分野の衛生管理手法の考え方を導入し、水源から

給水栓に至るすべての段階で危害評価と危害管理を行い、安全な水の供給を確実にする水道シス

テムを構築する「水安全計画」を提唱しており、厚生労働省も、水道事業者に対して策定するよ

う推奨しています。 

水源調査の様子 

＊有効率（（年間有効水量／年間配水量）×１００）＝水道施設及び給水装置を通して給水される水

量がどの程度有効に使われているかを示すもので、有効水量には、料金収入のある水量のほか、

局事業用に使用された水量など、使用上有効とみなされる料金収入のない水量も含まれます。 
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◆ 今後も引き続き、各種イベントや広報紙を通じて、市民の皆様に水資源・水の大切さ

についてＰＲを行います。  
 

＜有効率＞  
平成２２年度（実績）  ９２．９％

平成２３年度（目標）  ９３．１％

平成２４年度（目標）  ９３．３％

平成２５年度（目標）  ９３．４％

  

漏水調査の様子漏水調査の様子 
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◆ 現在、市内のほとんどの

地域で下水道を利用できる

ようになり、河川や海域の

水質が改善されています。  
◆ 未水洗化家屋への戸別訪

問や広報活動などにより、

水洗化を促進しています。  
 ＜下水道普及率・水洗化率＞  

 ◇ 平成２２年度末の下水道

普及率（＊）は９９．３％、

水洗化率（＊）は９９．０％です。  

 
 
 
【今後の取組】  
◆ 主な下水道未整備地区は、区画整理区域、都市計画道路、河川区域沿いであり、今後

も関係事業者や管理者と協議・調整を進め、下水道未整備地区を解消し、下水道普及率

１００％を目指します。  
◆ 今後も引き続き、未水洗化家屋の解消に向けた取組を進めます。  
 
 
 
 
◆ 公共用水域の水質保全に果たす下水道の役割は大きく、事業場（＊）に対して、排除

基準を遵守するよう指導するとともに、未規制の有害物質等についても、削減に向けた

指導・啓発を行っています。  
◆ 水処理センターの運転管理を適切に行い、良質で安定した放流水質を維持しています。 
 
 

 １７ 事業場指導及び水処理センターの適切な水質管理 

  下
水

＊事業場＝下水道を使用する特定事業場及び一定基準以上の水質に係る下水を排除する事業場 

 １６ 下水道未整備地区の解消及び水洗化の促進 

  下
水 

＊下水道普及率＝下水道が整備された区域（処理区域）に居住する人の割合 

＊水洗化率＝処理区域に居住する人のうち、実際に下水道を利用している人の割合 

有馬川水質と下水道普及率 
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良好な水環境の創出 

  下水道事業は、家庭や工場から排出される汚水をきれいにして、川や海などの公共

用水域に戻す役割を担っており、快適な市民生活を実現するためには、下水道機能を

健全な状態で維持することが不可欠です。 

  上下水道局では、公共用水域の水質保全を実現し、健全な水循環と良好な水環境を

創出するため、以下の取組を進めていきます。 
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【今後の取組】  
◆ 有害物質等の排出量削減の

ため、事業場に対する指導・

啓発を継続して行うとともに、

新たに排水規制に加わると予

想される項目の調査を行いま

す。  
◆ 今後も引き続き、水処理セ

ンターの運転管理を適切に行

い、放流水質を維持します。  
                            
 
 
 
◆ 閉鎖性水域である東京湾における環境基準の達成・維持や富栄養化対策として、「東京

湾流域別下水道整備総合計画（＊）」に基づき、関係自治体が連携して高度処理施設の導

入を進めており、川崎市においても、次のとおり導入を進めています。 
 ＜導入経過＞  

 ◇ 平成１２年度－麻生水処理センターで運転開始     （１７，２００ ／日）  

 ◇ 平成１４年度－入江崎水処理センター・東系で運転開始 （２０，０００ ／日）  

 ◇ 平成１５年度－等々力水処理センターで運転開始   （１３２，０００ ／日）  

 ◇ 平成２３年度－入江崎水処理センター・西系再構築施設（１ /２系列）で運転開始  

（６４，５００ ／日）  

 
 
 
【今後の取組】   
◆ 入江崎水処理センター西系再構築施設の第Ⅱ期事業及び東系高度処理事業（改造）、

等々力水処理センターの高度処理事業（一部）に着手します。  
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜高度処理能力・普及率＞  
  高度処理能力  高度処理普及率  
平成２２年度（実績） １６９，２００ ／日  １９．６％  

平成２３年度（目標） ２３３，７００ ／日  ２７．０％  

平成２４年度（目標）   

平成２５年度（目標）   

 

 １８ 高度処理の推進 

  下
水

＊東京湾流域別下水道整備総合計画＝東京湾の水質環境基準を達成維持することを

目的とした下水道法に基づく計画で、本市の下水道計画の上位計画に当たるもの 

  

特定化学物質の下水道への排出量
（第1種指定化学物質）
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◆ 合流式下水道は、雨天時にし尿を含む未処理下水が放流され、水質汚染が社会問題化

したことから、川崎市では、雨水吐き口やポンプ場などから放流される未処理下水の汚

濁負荷や放流回数の削減を図るため、昭和５２年度に「合流式下水道雨天時越流水対策」

を策定し、雨水貯留管・雨水滞水池（＊）などを建設して、汚濁負荷の高い初期雨水対

策を進めてきました。平成１６年度には、新たに「合流式下水道緊急改善計画」を策定

し、雨水吐き口やポンプ場から放流される夾雑物（＊）を削減するため、合流改善用ス

クリーンの設置、ポンプ場スクリーンの目幅縮小に取り組みました。また、ポンプ場の

雨水沈砂池に滞留している汚濁負荷の高い下水が雨天時に放流されることを防ぐため、

「ポンプ場のドライ化（＊）」を図りました。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 １９ 合流式下水道の継続的な改善 

  下
水

＊雨水貯留管・雨水滞水池＝汚濁負荷の高い初期雨水を一時的に貯留する施設（川崎市では、浸水

対策の役割を併せ持った施設） 

＊夾雑物（きょうざつぶつ）＝あるものの中に混じっている余計なもの（下水に含まれるオイルボ

ール、トイレットペーパー、生ごみなどの固形物） 

＊ポンプ場のドライ化＝ポンプ場の雨水排水後、次の排水時に腐敗した環境負荷の高い下水が放流

されないように事前に滞留水を沈砂池から取り除くこと 

 

（平成22年度末） 稼動年
高度処理

運転開始年
計画処理能力

（m3/日）
高度処理能力

（m3/日）

入江崎水処理センター S36.9 H14 318,600 20,000

加瀬水処理センター S48.11 － 168,900 0

等々 力水処理センター S57.11 H15 313,900 132,000

麻生水処理センター H1.3 H12 62,800 17,200

864,200 169,200合　　計
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【今後の取組】  
◆ 合流改善用スクリーンの設置、ポンプ場スクリーンの改善に継続して取り組むととも

に、平成２０年度に着手した大師河原貯留管の建設事業を推進します。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
 
 

 
雨水貯留管 雨水滞水池 

下 水 処 理 場  

雨水 滞 水 池

雨 水 吐  
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４ 環境に配慮した行動の促進 

 
 
 
 
 
 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 市役所が率先して環境保全活動を推進することを目的に、川崎市役所環境管理システ

ム（エコオフィス計画）を平成１０年度に策定し、温室効果ガス排出量の削減に向けた

取組を全庁的に行っています。  
 ＜主な取組＞  

 ◇ グリーン購入の推進－物品等の購入に当たって、環境負荷の少ない電気製品や事務用品な

どを選択・使用しています。  

 ◇ 照明・ＯＡ機器・空調管理－昼休み時などの不要な照明の消灯・ＯＡ機器の省電力設定、

冷暖房温度（暖房＝１９℃以下、冷房＝２８℃）の維持に努めています。  

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 ２０ エコオフィスの推進 

共
通

ＣＣＣＣかかわわささきき  

冬冬のの地地球球温温暖暖化化  
対対策策キキャャンンペペーーンン  

  
  
  

 
 
 

 

室温設定 １９℃  
ご理解、ご協力をお願いします。 

たくさん着ると 

あったかいね。 

温かい飲み物も

体が温まるね。 

キャンペーン期間：平成２２年１２月１日～平成２３年３月３１日

  
  
  
  

２２２ ０００ １１１ ０００    

夏夏  夏  の  の  の  地地地 球球球 温温温 暖暖暖 化化化 対対対 策策策    

キキ  キ  ャ  ャ  ャ  ンンン ペペペ ーーー ンンン 実実実 施施施 中中中    

 
地球 温 暖 化対 策 の ため 、  

冷房 温 度 ２８ ℃ 設 定  
軽装 で の 勤務 を  

実践 さ せ てい た だ いて お り ます 。  
  

みな さ ま のご 理 解 とご 協 力 を  
おね が い いた し ま す。  

  
  

 

事業活動における適正な環境管理 

  川崎市役所全体の温室効果ガス排出量は、産業部門を除くと市内最大であり、上下

水道局は、環境局に次いで排出量が多いことから、その削減に率先して取り組む必要

があります。また、エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）及び地球温

暖化対策の推進に関する法律（温対法）の改正、並びに川崎市地球温暖化対策の推進

に関する条例（温対条例）の制定により、平成２２年４月からは事業者単位で管理や

報告を行うことになり、特定事業者（省エネ法・温対条例）又は特定排出者（温対法）

として上下水道局全体で、エネルギー管理や温室効果ガス排出量の削減に取り組んで

います。 

  上下水道局では、環境に配慮した事業活動を推進するため、以下の取組を進めてい

きます。 
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 ◇ 廃棄物の削減・リサイクル－パンフレット等の配布部数の見直し、紙類・乾電池・ペット

ボトル等の分別排出の徹底に努めています。  

 ◇ 低公害車（低燃費車）の使用－公用車に低公害車を導入し、優先的に使用しています。  

【今後の取組】  
◆ 平成２３年度以降、エコオフィス計画はＣＣかわさき推進プランに統合されますが、

同プランに基づく市役所の率先取組として、上下水道局もエコオフィス管理システムを

運用しながら、エコオフィスに率先して取り組みます。  
◆ 公用車は、代替時期に合わせて順次、低公害車に切り替えます。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜低公害車の導入率＞  

  車両総数  
車両総数のうち低

公害車（導入率）  
低公害車のうち

ハイブリッド車

平成２２年度（実績） ２０８台  
１２２台  

（５８．７％）  
２台  

平成２３年度（目標） ２０９台  
１３２台  

（６３．２％）  
２台  

平成２４年度（目標） ２１０台  
１６０台  

（７６．２％）  
５台  

平成２５年度（目標） ２１０台  
１７３台  

（８２．４％）  
６台  

※ 軽自動車等を含む。  

庁内エコ運搬制度 

 川崎市では、大気環境対策及び地球温暖化対策を推進するため、運搬に関わる事業者に対して、

低公害車の使用やエコドライブの実施などを要請する「エコ運搬制度」を平成 22 年 4 月から導入

しましたが、さらに、市の事業に係る自動車からの窒素酸化物等の排出量削減などを目的に、「庁内

エコ運搬制度」を平成 23 年 4 月から導入します。上下水道局が発注する工事契約や廃棄物等の運

搬委託契約においても、契約相手となる事業者に対して、エコ運搬の実施を要請していきます。 

光触媒による環境保全 

 入江崎水処理センター・西系再構築事業において築造 

する施設（建物）の外壁に光触媒（＊）を使用すること 

で、自然の力で外壁の汚れを除去することができ、清掃 

時の化学薬品の削減などで環境保全に貢献するととも 

に、自動車等の排ガスに含まれる窒素酸化物などの公害 

物質を分解し、周辺地域の空気浄化に貢献しています。 

＊光触媒＝光によって有機物を分解できる、次世代

型の防汚・空気浄化目的の環境機能性触媒で、酸

化チタン（ＴｉＯ２）を用いています。 
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◆ これまで、生田浄水場、４水処理センター及び入江崎総合スラッジセンターの６事業

所が「エネルギー管理指定工場」の指定を受けており、平成２２年４月１日からの改正

省エネ法の施行後は、局全体が「特定事業者」として指定を受けています。エネルギー

管理統括者等の選任、中長期計画書・定期報告書の作成・提出を行う中で、エネルギー

使用量の把握及び適正管理を行っています。  
【今後の取組】  
◆ 今後も引き続き、省エネルギーの取組を推進する中で、省エネ法に基づく事業者単位

（局全体）でのエネルギー管理を適正に実施し、中長期における年平均１％以上のエネ

ルギー消費原単位（＊）の低減をめざします。  
 
 
 
 
 ＜省エネ効果が期待できる主な取組内容＞  

 ◇ 浄水機能の集約  

  ◎ 浄水場の統廃合による長沢浄水場への機能集約（水道事業）  

 ◇ 更新時における主な高効率型機器の採用  

  ◎ 生田浄水場－送水ポンプ  

  ◎ 入江崎水処理センター－東系ブロワ  

  ◎ 加瀬水処理センター－最終沈殿池汚泥かき寄せ機  

  ◎ 等々力水処理センター－酸素製造装置  

◆ 省エネルギーの取組をより一層推進するため、エネルギー管理等に係る検討組織を整

備します。  
 
 
 
 
◆ 改正温対法の施行後は、「特定排出者」として事業者単位（局全体）の温室効果ガス排

出量について、所管官庁に報告しています。  
◆ 温対条例に基づき、局全体が「特定事業者」となり、事業活動地球温暖化対策計画書・

結果報告書の作成・提出を行っています。  
【今後の取組】  
◆ ＣＣかわさき推進プラン（＊）などを踏まえて、今後も引き続き、温対法及び温対条

例に基づく事業者単位での温室効果ガス排出量の削減に向けて、設備更新に合わせた高

効率型機器の採用、下水汚泥の高温焼却に向けた段階的な設備更新などの取組を進めま

す。  
 

 ２１ 省エネ法に基づくエネルギー管理の取組 

共
通 

 ２２ 温対法及び温対条例に基づく温室効果ガス削減の取組 

共
通

＊エネルギー消費原単位＝エネルギー使用量をエネルギー消費と関連のある量で除した値で、エネ

ルギー消費効率を比較するための単位（省エネ法の努力義務＝年平均１％以上のエネルギー消費

原単位の低減） 
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 ＜温室効果ガスの削減目標＞  

 ◇ 温対条例に基づく事業活動地球温暖化対策計画書では、局における温室効果ガス排出量につ

いて、平成２４年度までの削減目標を次のとおり定めています。  

   ◎ 削減目標（Ｈ２１→Ｈ２４）－約２，６００ｔ－ＣＯ２（２．４％） 

   
 
 
 

 
 
 
◆ 長沢浄水場では、ＩＳＯ１４００１（＊）を平成１４年度に認証取得し、平成１７年

度と平成２０年度に更新しました。環境汚染の防止、省資源・省エネルギー、廃棄物削

減等の取組によって環境負荷の低減に努め、「健全な環境」を確保し、持続可能な循環

型社会の形成に貢献しています。  
 
 
 
【今後の取組】  
◆ ＩＳＯ環境方針に沿って、年度ごとに環境目標を定

め、その達成に向けて行動するとともに、環境マネジ

メントシステムの継続的改善に努めます。  
 ＜主な環境目標＞  

 ◇ 電気使用量の削減  

   平成２３年度は福島原発事故に伴う水質分析、放射能

測定等が加わる中、平成２１年度並みの電力使用量とすることを目指します。  

 ◇ コピー用紙・ＯＡ用紙の削減  

   平成２２年度に対し１％を目標に１人当たりの紙の使用量を削減します。  

 ◇ 廃棄物のリサイクル化  

 ◇ グリーン購入の推進  

 
 
 

 ２３ ＩＳＯ１４００１認証取得・更新 

上
水 

工
水 

 

  

 

＊ＣＣかわさき推進プランでは、市役所の事業活動に伴う温室効果ガス排出量について、平成 

 ３２年度までに２割以上削減（平成２０年度比）することを目標としています。 

＊ＩＳＯ１４００１＝組織活動が環境に及ぼす影響を最小限に食い止めることを目的に定められた

環境に関する国際的な標準規格 
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◆ 等々力水処理センターは、水質汚濁防止法等の新たな水質基準に対応可能な高度処理

法の開発と導入が喫緊の課題となっています。このため、平成２０年度からセンター内

に実験プラント施設を設置し、担体利用酸素循環式硝化脱窒法＋脱窒ろ過法（＊）の技

術開発を行っており、平成２２年度は第三者機関への委託により技術評価を実施しまし

た。 

 

 

 

    

【今後の取組】  
◆ 新たな高度処理施設の導入に向けて、次のとおり取組を進めます。  
 ＜スケジュール＞  

 ◇ 平成２３年度－実装置化に向けた課題の整理

と解決のための技術開発技術評価書作成及び基

本計画の策定  

 ◇ 平成２４年度－研究成果を基本設計に反映  

 ◇ 平成２５年度－研究成果を実施設計に反映  

  これにより等々力水処理センターからの放流

水の全窒素濃度を１０㎎／ まで低減すること

を目指します。 
 
 
 
 
◆ 入江崎水処理センターの放流水に係る新基準への対応に向けて、その原因となってい

るスラッジセンターからの返流水のりん除去・回収に向けて、平成２０年度から技術開

発を行っています。  
◆ 温室効果ガス対策、省エネルギー及び下水汚泥の有効利用の観点から、下水汚泥の熱

的な価値に着目した汚泥燃料化技術の開発に取り組んでいます。  

 ２４ 高度処理技術の開発 

  下
水 

 ２５ 下水資源の有効利用技術の開発 

  下
水

＊担体利用酸素循環式硝化脱窒法＋脱窒ろ過法＝酸素活性汚泥法の反応タンクに微生物を結合固定

化するために担体を投入し、後段に脱窒ろ過装置を設けることによって、下水中の窒素を効率的

に処理する下水の処理方法 

高度処理実験プラント 

環境技術の研究開発及び情報発信 

  地球全体での環境問題が深刻化する中、川崎市の優れた環境関連の技術やノウハウ

の海外移転を促進する取組を全市的に進めており、上下水道局においても、浄水・汚

水の処理をはじめとして、環境技術の研究開発に取り組んでいます。 

  上下水道局では、環境技術の開発及び国際展開を通じて、地球全体の環境問題の解

決に貢献するため、以下の取組を進めていきます。 
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【今後の取組】  
◆ 平成２２年度までに確立したりん除去技術について、既存施設の活用を含めたりん除

去最適システムの中で検討を行います。また、りん回収について回収技術の効率化、経

済性を考慮した上で実用化に向けた取組を進めます。  
◆ 汚泥燃料化に向けて、燃料化物の取扱性（臭気、形状等）の課題解決、燃料化システ

ムの評価及び導入手法の検討を行います。  

 
 
 

 
 
 
◆ 加瀬水処理センターの反応タンクにおいて、旋回機構付プロペラ式水中攪拌機（＊）

の低動力化運転による省エネルギー化を目的に、平成２２年度から実験を行っています。 
◆ 入江崎スラッジセンターの４系汚泥焼却において、省エネルギー、メンテナンス性向

上の観点から、セラミックフィルタ（＊）を用いた共同研究を平成２１年度から行って

います。  
 
 
 
【今後の取組】  
◆ 旋回機構付プロペラ式水中攪拌機及びセラミックフィルタについて、平成２２年度ま

での実験結果を踏まえ、実施設への適用の可能性を検討します。  
 

 
 
 
◆ 川崎の環境への取組や企業が有する環境技術等の情報を国内外に発信し、企業等との

ビジネスマッチングの場を提供することで、環境分野での産業交流、技術移転による国

際貢献を推進することを目的に、平成２０年度から川崎国際環境技術展が開催されてい

ます。上下水道局は、水道・下水道における環境への貢献や技術開発への取組を紹介し

ています。  

 ２６ 省エネルギー及び新技術の適用に向けた技術開発 

  下
水

＊旋回機構付プロペラ式水中攪拌（かくはん）機＝下水と活性汚泥を十分に混合するための機械装置  

＊セラミックフィルタ＝排ガスから焼却灰を分離し、集めるセラミック製のろ過器 

汚泥燃料化物 

 ２７ 環境技術の情報発信による国際貢献 

共
通
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国際環境技術展（上下水道局のブース） 

【今後の取組】  
◆ 今後も川崎国際環境技術展に出展するこ

とにより、水循環の一部である水道・下水

道における環境への貢献や技術開発などの

環境情報を発信します。  
◆ 入江崎水処理センター西系高度処理施設

においては、国際化した羽田空港に近接す

る立地特性を踏まえ、臨海部に集積する多

くの環境施設のひとつとして、海外からの

視察者にも配慮した多言語のパネルや音声

ガイドを導入するとともに、映像や模型などを活用した『体験学習室』を設置するなど、

最新の水処理技術を国内外に発信していきます。  
  また、長沢浄水場においては、見学者用ルートの設置やバリアフリー化を行うなど、

見学者に対して親しみやすく、かつ、水道事業を理解しやすい施設となるよう、整備を

検討していきます。  
◆ 上下水道分野における世界的な課題に対応し、地球規模での環境負荷の低減に向けて、

官民連携による国際展開を進めます。  
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◆ 環境報告書・環境会計の公表、広報活動などを通じて、環境関係の取組を局内に周知

し、職員の環境意識の向上を図っています。  
◆ 職員研修の一環として、エネルギー管理の資格取得に向けた講習会への派遣を行うと

ともに、水道・下水道に関する研究報告会を開催し、環境技術の研究開発について職員

が発表・聴講する場を設けています。  
【今後の取組】  
◆ 環境計画に基づく取組を着実に推進するためには、上下水道局のすべての職員が環境

関係の知識を習得し、環境意識の向上を図ることが重要であることから、新規採用職員

研修などの局研修において、環境関係の科目を盛り込むとともに、環境関係の講習会等

にも職員を積極的に派遣します。  
 
 
 
 
◆ 子供から大人まで自ら環境にやさしい行動を起こすきっかけとなるよう、広報活動の

一環として様々な取組を実施しています。  
 ＜主な取組＞  
 ◇ 小学生の社会科学習に使用する副読本の配布  

 ◇ 小・中学生を対象としたポスター等の作品コン

クールの開催  

 ◇ 市民や小学生を対象とした施設見学会の実施  

◆ 下水道出前教室を実施し、市民の皆様への情

報発信を行う中で、環境意識の向上に取り組ん

でいます。  
 

 

 
 

 ２８ 職員の環境意識の向上 

共
通

 ２９ 市民の環境学習の推進 

共
通

下水道出前教室の様子

環境意識の向上及び市民理解の促進 

  上下水道事業における環境施策を着実に推進するためには、すべての職員が環境問

題に対する意識を高め、環境に配慮して行動するとともに、市民の皆様にも、積極的

な情報提供を通じて、上下水道事業と環境問題との関わりを理解していただくことが

重要であると考えています。 

  上下水道局では、環境問題に対する職員及び市民の皆様の環境意識の向上に向けて、

以下の取組を進めていきます。 



33 

【今後の取組】  
◆ 水道と下水道の連携を図りながら、今後も引き続き、小・中学生を対象とした取組、

町内会や事業所など市民グループを対象とした取組を進めます。  
◆ 新たに水道出前教室を実施し、下水道出前教室と同時に開催するなど、市民の皆様の

要望に沿った形で開催方法と内容の充実を図ります。  

 
 
 
 
 
◆ 水道・下水道と環境との関わり、事業運営における環境保全の取組をホームページに

掲載するとともに、広報紙「かわさきの上下水道」でも環境関係の情報提供を積極的に

行っています。 
◆ 環境報告書や事業紹介パンフレットを作成し、環境保全の取組などをＰＲしています。 
◆ 「かわさき水道フェア」や「かながわの水資源展」、区民祭などのイベントにおいて、

環境保全の取組を紹介しています。  
【今後の取組】  
◆ 水道と下水道との連携及び内容の充実を図りながら、より効果的な情報提供・ＰＲを

行います。  
 
 
 
 
◆ 上下水道局における環境保全の取組状況を市民の皆様にお知らせするため、環境会計

（＊）を導入し、各年度の決算版として環境報告書を作成・公表しています。  
 

 

 
 ＜導入経過＞  

 ◇ 平成１４年度予算版－水道事業に環境会計を導入  

 ◇ 平成１５年度決算版－総合的な環境施策を示す環境報告書を作成  

 ◇ 平成１６年度決算版－対象事業に工業用水道事業を追加  

              下水道事業に環境会計を導入、環境レポートを作成  

 ◇ 平成２１年度決算版－上下水道局の設置（Ｈ２２．４）に伴い環境報告書を一本化  

 ３０ 広報活動による環境情報の提供 

共
通

 ３１ 環境報告書・環境会計の公表 

共
通

＊環境会計＝環境保全の取組に必要とされる環境保全コストと効果を比較し、その評価を明らかに

するための会計手法 

水道週間作品コンクール入賞作品 下水道作品コンクール入賞作品 
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【今後の取組】  
◆ 環境報告書は、本計画に基づく環境施策の取組状況を示

す「年次報告書」として、環境会計（決算版）を包含する

形でリニューアルした上で、作成・公表します。  
 ＜スケジュール＞  

 ◇ 平成２３年度 環境施策企画推進委員会で「年次報告書」

の作成に向けた検討  

   平成２４年度以降 「年次報告書」（前年度決算版）の作成・

公表  
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１ 計画の推進体制 

  本計画に基づき、環境施策を着実に推進していくためには、局全体で取組を進める必

要があることから、上下水道事業管理者（以下「事業管理者」という。）の下に「環境管

理統括者」及び「環境管理企画推進者」を置くとともに、すべての職場において環境に

配慮した事業活動を推進するため、各所属長（課長）を「環境管理推進者」、各所属の庶

務担当係長を「環境管理推進員」とし、全職員が一丸となって取り組んでいきます。  
  また、本計画の進行管理、環境施策の調査・検討などを行う組織体制を整備する必要

があることから、既存の「環境施策推進委員会」を発展的に解消し、事業管理者を本部

長とする「環境施策推進本部」を設置するものとします。推進本部の下には、本計画の

進行管理等を所管する「環境施策企画推進委員会」と、局のエネルギー管理、地球温暖

化対策等を所管する「省エネルギー対策検討委員会」を設置し、両委員会の下部組織と

して、実務的な作業を行うワーキング部会をそれぞれ置くものとします。  
  本計画における推進体制は、省エネ法に基づくエネルギー管理体制及び温対条例に基

づく温室効果ガス削減の推進体制としての機能と役割を兼ね備えており、省エネルギー

及び温暖化対策に係る取組を効果的に進めていきます。  
  また、「環境調整会議」や「温暖化対策庁内推進本部」に事業管理者が参画するほか、

「市の率先行動推進部会」などの下部組織に局職員が参画するとともに、環境管理統括

者が局の「率先行動推進会議」の座長を兼ねるなど、温暖化対策をはじめとする市の環

境施策との連携・整合を図りながら、率先して市の責務を果たしていきます。  
 

＊１ ＝ エネルギー管理統括者

＊２ ＝ エネルギー管理企画推進者

環境管理推進員
（庶務担当係長）

職　　員

上下水道事業管理者

環境管理統括者　（＊１）

（環境・調整担当部長）

環境管理企画推進者　（＊２）

（庶務課調整担当課長）

【 環 境 計 画 推 進 体 制 】

事務局＝庶務課調整担当
環境管理推進者

（所属長）

環境施策企画推進委員会
（委員長＝環境・調整担当部長）

省エネルギー対策検討委員会
（委員長＝環境・調整担当部長）

ワーキング部会
（部会長＝庶務課調整担当課長）

ワーキング部会
（部会長＝庶務課調整担当課長）

環境施策推進本部
（本部長＝事業管理者）

座　　長
（環境・調整担当部長）

率先行動推進者
（所属長）

率先行動推進員
（庶務担当係長）

職　　員

率先行動推進責任者
（庶務課調整担当課長）

各
所
属

率
先
行
動
推
進
会
議

各
所
属

 
 

 第４章 推進体制及び進行管理 
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２ 計画の進行管理 

  本計画の最終年度である平成２５年度に向けて、環境施策を着実に推進していくため

には、すべての取組事項について進捗状況を的確に把握し、ＰＤＣＡサイクルを基本と

した年度単位での適切な進行管理を行う必要があります。  
  各年度の取組状況・結果については、環境施策推進本部等において点検・確認を行う

ものとし、管理職会議などを通じて、局全体で取組状況の共通認識を図るとともに、必

要に応じてスケジュールの見直しを行うなど、取組内容を適宜修正しながら、平成２５

年度に向けて取組を推進していきます。  
 

３ 環境情報の共有化 

  本計画を実効性のあるものとするためには、市民の皆様をはじめ、工事関係の事業者

など局外の関係者に対して、環境関係の情報提供を積極的に行い、環境に配慮した上下

水道事業の運営について、ご理解、ご協力をいただくことが重要であると考えています。  
  環境施策の取組状況は、年度ごとに環境報告書として取りまとめ、ホームページなど

を通じて、市民の皆様に公表します。また、様々な機会を捉えて、環境情報を随時発信

する一方で、市民意識調査などを通じて、市民の皆様からも、上下水道事業における環

境施策に関して、広くご意見、ご要望をいただけるようＰＲしていきます。局に寄せら

れたご意見等は、局内で情報の共有化を図り、可能な限り取組に反映させながら、本計

画を進めていきます。  
 

【 進 行 管 理 イ メ ー ジ 】

市
民
の
皆
様
・
関
係
者

Plan　（計画）

Ｄｏ　（実施）

Ｃｈｅｃｋ　（評価・点検）

Ａｃｔｉｏｎ　（改善）

ＰＤＣＡサイクル

取組事項・目標の設定

取組の実施

取組結果の確認

取組事項・目標の見直し

情報提供

ご意見・ご要望

環境コミュニケーション

 





 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

川崎市上下水道局の環境施策について、 

皆様のご意見、ご感想をお待ちしています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

川崎市上下水道局環境計画 

 

（お問い合わせ先） 

      川崎市上下水道局総務部庶務課 

       電 話：０４４－２００－３１４８ 

       ＦＡＸ：０４４－２００－３９８２ 

        E m a i l：80soumu@city.kawasaki.jp 

CC かわさき（カーボン・チャレンジ川崎エコ戦略） 

キャラクター「ろじぃちゃん」（左）・「のみぃちゃん」（右） 


